
 

 

 

 

京田辺市の人口・財政状況 
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Ⅰ 人口状況 

 

 本市の人口は、国勢調査（総務省統計局）によると令和 2 年（2020 年）において 73,753 人

となっています。また、京田辺市将来人口推計（平成 30 年度推計）によると、人口は令和 12

年（2030 年）をピークに少しずつですが減少へと向かうことが予想されています。 

また、年少人口割合は令和 2 年度では 15%程度を保っていますが、今後は右肩下がりで令和

27 年度には 11%程度まで低下、老年人口割合は令和 2 年度では 24%程度ですが、令和 27 年度

には 30%を超えるなど、少子高齢化の進行も予想されており、税収への影響や社会保障費のさ

らなる増加の懸念もあります。 

 

 
本市人口の推移（R7 以降推計値） 
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Ⅱ 財政状況 

１ 市税 

 近年の市税収入の推移を見ると、人口増加等に伴い概ね増加傾向で推移しており、市民税や

固定資産税の増加が顕著になっています。 

直近では新型コロナウイルス感染症の影響等もあり微減となっていますが、令和４年度には

改善する見込みとなっています。 

 

（１）市税決算額の推移 

 
（２）市町村別市民１人あたりの市税（令和３年度） 

 

※人口は、住民基本台帳人口による。 
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２ 経常収支比率 

経常収支比率は、財政構造の弾力性を表す指標です。 

具体的には、市税や国から交付される普通交付税など、毎年決まって入ってくる経常的な収

入に対して、人件費や扶助費（生活保護費など）、公債費（借金の返済）といった支払う義務

のある経費や、公共施設の維持管理経費など毎年固定的に支出しなければならない経費にどれ

だけ使われたかを示す指標です。 

１００％に近づけば近づくほど、財政構造の硬直化が進んでおり、臨時的な経費に使えるお

金が少なく苦しい状況と言えます。 

本市の経常収支比率は、京都市を除く府下１４市では、平均レベルにあります。 

 
（１）本市の経常収支比率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）市町村別経常収支比率（令和３年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※類似団体とは、人口と

産業構造が類似する市を

いう。 
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（３）義務的経費比率 
義務的経費比率は、経常的な収入に対する人件費、扶助費、公債費の３つの支払う義務の

ある経費に使われた割合を示す指標です。 

 経常収支比率では、京都市を除く府下１４市で中盤に位置しますが、義務的経費比率では、

２番目に高い水準となっています。 

   要因として、幼稚園を直営で行っていることや、近隣２町の消防業務を受託していること

から人件費の割合が高いことが挙げられます。 
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３ 市債残高 

 市債とは、主に市が公共施設の整備などの建設事業を行うために必要な資金を国や金融機関

など外部から調達するいわゆる借入金等のことを言います。 

 近年、本市の市債残高は、建設事業の減少に伴い、減少傾向にあります。 

また、人口一人あたりの市債残高について、本市は府下でも残高が最も少ない団体の一つで

す。 

 

（１）本市の市債残高の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）市町村別市民１人あたりの市債残高（令和３年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※臨時財政対策債は、赤字の地方債で、元利償還金

は将来１００％国から補填される。 

（百万円） 
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４ 基金残高 

  基金とは、特定の目的のために積み立てるお金のことを言います。 

  基金残高について、三山木小学校増築事業や民間認定こども園施設整備事業などに多くの

経費を要したことから、平成２９年度には６０億円を割り込みましたが、近年は再び増加傾向

となっています。 

 また、人口一人あたりの基金残高について、本市は府下平均レベルにあります。 

 

（１）本市の基金残高の推移 

 
（２）市町村別市民１人あたりの基金残高（令和３年度） 
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５ 実質公債費比率 

実質公債費比率とは、借入金（地方債）の返済額及びこれに準ずる額の規模を指標にしたも

ので、数値が大きいほど、返済の資金繰りが厳しいことを表します。 
本市の実質公債費比率については、建設事業の減少に伴い、近年低下（改善）傾向にありま

す。 
   
（１）本市の実質公債費比率の推移 

 
（２）市町村別実質公債費比率（令和３年度） 
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６ 将来負担比率 

  将来負担比率とは、借入金（地方債）の残高や将来支払いしていく可能性のある負担等の額

を指標化したもので、数値が大きいほど、今後の財政を圧迫する可能性が高いことを表します。 
  本市の将来負担比率は、将来負担していく負担額に対して充当可能な基金の残高等が上回

るため、「該当なし」となっています。 

  
（１）本市の将来負担比率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）市町村別将来負担比率（令和３年度） 
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７ 投資的経費 

  投資的経費とは、地方公共団体の歳出のうち、支出の効果が資本形成に向けられ、公共施設

等ストックとして将来に残されるものに支出される経費のことを言います。 

  平成２６年度には三山木小学校増築事業などがありましたが、年度間の増減はあるものの、

近年は比較的減少傾向にあります。 

  一方、今後中学校給食施設新築事業などの大型公共事業の増加が見込まれており、その影響

に十分留意する必要があります。 

 

 【現在実施中の大型事業】 
 ・大住こども園新築事業   約１４億円 
・中学校給食施設新築事業  約２８億円 等 
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８ 主要な予算の推移 

（１）保育所・こども園に係る経費 
保育所・こども園に係る経費について、平成３０年度に保育サービスを確保するため、保

育士を大量に採用したことや令和５年度に大住こども園を開園したこと等により、公立の保

育所・こども園に係る経費が増えました。また、民間の保育所・こども園費についても、令

和元年１０月からの幼児教育・保育の無償化に加え、民間認定こども園・小規模保育事業所

等の開園（開所）により、大幅な増加となっています。 

（２）住民センター運営費 
   住民センター運営費について、令和４年度の南部まちづくりセンターの開設とともに、市

民協働を推進するための相談窓口の設置等により、大幅な増加となっています。 
 

※臨時的な経費は除く。 
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（３）介護保険特別会計の歳出額 
   介護保険特別会計の歳出額について、高齢者人口の増加や介護ニーズの増大に伴い、大幅

な増加となっています。 
 

 
 

（４）路線バス運行負担金 

   路線バス運行負担金について、新型コロナウイルス感染症の影響等により、路線バス利用

者が減少するなど路線バス事業者の経営環境が厳しさを増す中、交通利便性を確保するた

め、増加傾向にあります。 
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９ 参考（普通会計市町村決算データ（令和３年度）） 
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